
法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト（https://www.obic.co.jp）に掲載することにより、株主の皆様に提
供しているものであります。

第55回定時株主総会招集ご通知に関しての
インターネット開示事項

連結注記表
個別注記表

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

株式会社オービック



連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
以下の子会社１社を連結の範囲に含めております。

株式会社オービックオフィスオートメーション
なお、欧比科（上海）軟件有限公司は、連結の範囲および持分法の適用範囲から除外しております。当

該子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純利益および利益剰余金等はいずれも連結計算書類に
重要な影響を及ぼさないためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
以下の関連会社２社を持分法の適用範囲に含めております。

株式会社オービーシステム
株式会社オービックビジネスコンサルタント

株式会社新潟オービックシステムエンジニアリングは、株式売却により持分法適用の範囲から除外してお
ります。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ）有価証券
・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法を採用しております。
ロ）棚卸資産 主として個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ）有形固定資産 定率法
（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は定額法によっております。）
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物および構築物 ３～50年
その他 ２～20年

ロ）無形固定資産 ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。
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③　重要な引当金の計上基準
イ）貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率に基づき、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ）賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額基準に基づき計上
しております。

ハ）役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき
計上しております。

ニ）創業者特別功労引当金 取締役を退任した創業者への功労金支給に備えて支給額を計上しており
ます。

④　重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
イ）システムインテグレーション事業

　システムインテグレーション事業とは、統合基幹業務システムの製
造・販売を行う事業であり、原則として１つのソフトウェア開発プロジ
ェクトを一定の機能を有する成果物の提供であり、かつ、顧客との間
で、対価、納品日及び入金条件等についての事前の取り決めがあるいく
つかの履行義務に分け、当該履行義務ごとに契約を締結しております。
これらは当社作業が進捗していくことに伴い、顧客への引渡し及び検収
ができる状態に近づいていくため、見積総原価に対する発生原価の割合
で進捗度を測定する方法に基づいて収益を認識しております。ただし、
多くは完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短
いものに該当し、顧客が検収した時点で契約で合意された仕様に従って
いることが確かめられ、完全に履行義務が充足されることから、当該検
収時点で収益を認識しております。

ロ）システムサポート事業
　システムサポート事業とは、当社が製造・販売した統合基幹業務シス
テムの運用支援、保守等の事業であり、インターネット回線等を使用し
て当社システムを使用できるサービスの提供や顧客からの運用に対する
問合せ、相談、障害対応等を通常、単一の履行義務として認識しており
ます。これらは顧客からの要求に対して迅速に対応ができる体制の維持
を含め契約期間にわたってサービスの提供を行っております。従って、
契約期間に対して期間の経過に応じて履行義務が充足されると判断し、
収益を認識しております。
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ハ）オフィスオートメーション事業
　オフィスオートメーション事業とは、ＯＡ機器一般及びコンピュータ
サプライ用品の販売を行う事業であり、顧客へ引き渡すことによって、
製品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が顧客に移転するため、そ
の時点で製品の支配が顧客に移転し、履行義務が充足されることから、
主に引渡し時点で収益を認識しております。一部代理人に該当する取引
については、顧客との契約金額から仕入先に支払う金額を排除した純額
にて収益を認識しております。また販売したＯＡ機器一般及びコンピュ
ータサプライ用品に対して保守メンテナンスも行っており、顧客からの
要求に対して迅速に対応ができる体制の維持を含め契約期間にわたって
サービスの提供を行っております。従って、契約期間に対して期間の経
過に応じて履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ）退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。
数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、翌連結会計年度に一括して費用処理しておりま
す。
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（会計方針の変更に関する注記）
（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し
た時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしまし
た。本人・代理人の検討の結果、オフィスオートメーション事業に係る取引の一部が代理人に該当した
為、純額で収益を認識する方法に変更致しました。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱い
に従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、
当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。
　この結果、当連結会計年度の売上高は28億79百万円減少し、売上原価も同額減少しております。ま
た、利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。
　また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛
金」は、当連結会計年度より「受取手形」、「売掛金」および「契約資産」に含めて表示しておりま
す。ただし、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について
新たな表示方法により組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す
る会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これ
による影響はありません。
　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の
注記を行うことといたしました。

（表示方法の変更に関する注記）
（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「投資その他の資産」の「会員権」（前連結会計
年度207百万円）並びに「敷金及び保証金」（前連結会計年度1,146百万円）は、金額的重要性が乏し
いため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

（追加情報）
　新型コロナウイルス感染症は、経済、企業活動に広範な影響を与える事象であり、また、今後の広がり
方や収束時期等を予測することは困難であります。そのため当社グループとしては、今後、2023年３月
期の一定期間にわたり当該影響が継続すると仮定しております。しかし、この仮定は、不確実性が更に高
くなる可能性があり、収束が遅延し、経済等への影響が長期化した場合には、将来において損失が発生す
る可能性があります。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 9,873百万円

再評価を行った年月日 2002年３月31日

２．連結貸借対照表に関する注記

⑵　「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）および「土地の再評価に関する法律
の一部を改正する法律」（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行ってお
ります。当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」または「再評価に係る繰延税金負
債」に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第
４号に定める地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計
算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算
定した価額に合理的な調整を行って算定する方法により算出しております。
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当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式
普 通 株 式 99,600,000 － － 99,600,000

自己株式
普 通 株 式 10,649,548 272,500 － 10,922,048

決 議 株式の種類 配 当 金 の 総 額
（ 百 万 円 ）

１ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年６月29日開催
第54回定時株主総会 普 通 株 式 9,339 105円00銭 2021年３月31日 2021年６月30日

2021年10月26日開催
取 締 役 会 普 通 株 式 8,202 92円50銭 2021年９月30日 2021年11月22日

決 議 株 式 の
種 類

配当金の総額
( 百 万 円 )

配 当 の
原 資

１ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年６月29日開催
第55回定時株主総会

普 通
株 式 10,863 利 益

剰 余 金 122円50銭 2022年３月31日 2022年６月30日

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

⑵　配当に関する事項
①　配当支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2022年６月29日開催の第55回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
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４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループにおける取組方針は、基本的に投資対象の流動性、信用性ならびに元本の安全性を勘案
し、企業本来の目的を逸脱しない範囲に限定しております。またハイリスクを伴うデリバティブ取引、
信用取引、債券先物取引および商品先物取引等を行わない方針であります。

②　金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制
　現金及び預金は、主に銀行の預貯金または安定性のある金融商品に限定しております。基本的には３
ヶ月以内の短期を原則とし、流動性の確保と元本の安全性を重視しております。
　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクにさらされています。当該リスクに関し
ては、取引先ごとに与信管理を徹底し、回収期日や残高を定期的に管理することで、財務状況等の悪化
等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　投資有価証券への投資は、資金の内、運転資金を除く余剰資金の運用に対してのみであり、基本的に
流動性の確保と元本の安全性を重視しております。具体的には、上場株式等を中心にし、投資枠や保有
上限枠を設定し、過度な投資を行わないよう規制しております。また投資した金融商品については、運
用体制や管理基準を明確化し、モニタリングと情報収集することにより定期的に市場価格の変動リスク
や時価および発行体の財務状況等を分析・把握し、その情報を機関で共有することにより回収可能性の
確保や減損懸念の軽減を図っております。
　長期預金は、信用度の高い国内の銀行における期日前解約特約が含まれた外貨預金であります。為替
の変動リスク及び当社から期日前解約を行う場合に損失が生じる可能性がありますが、定期的に為替相
場や金利動向を把握し、リスクを管理しております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。流動性リスク（期日に支
払ができなくなるリスク）に関しては、グループ各社が資金繰り計画を作成するなどの方法により管理
しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

（百万円）
時 価

（百万円）
差 額

（百万円）

⑴　投資有価証券

その他有価証券

関係会社株式

⑵　長期預金

66,879

50,153

10,658

66,879

116,053

10,393

－

65,900

△264

資 産 計 127,691 193,326 65,635

区 分 当 連 結 会 計 年 度 ( 百 万 円 )
非 上 場 株 式 1,537

1 年 以 内
（百万円）

1 年 超
5 年 以 内

（百万円）

5 年 超
1 0 年 以 内
（百万円）

1 0 年 超
（百万円）

現金及び預金

受取手形

売掛金

長期預金

122,699

161

11,277

－

－

－

－

10,658

－

－

－

－

－

－

－

－

合 計 134,137 10,658 － －

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

（＊1）「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「買掛金」については、現金であること、及び短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（＊2）市場価格のない株式等は、「⑴投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照
表計上額は以下のとおりであります。

（注）１．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
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時価（百万円）

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

投資有価証券

その他有価証券

株式 66,879 － － 66,879

資 産 合 計 66,879 － － 66,879

時価（百万円）

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

投資有価証券

関係会社株式

長期預金

116,053

－

－

10,393

－

－

116,053

10,393

資 産 合 計 116,053 10,393 － 126,446

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され
る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した
時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが
それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており
ます。

⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
受取手形及び売掛金並びに買掛金は、短期間で決済される為時価が帳簿価額に近似することから、
注記を省略しております。
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
期 末 時 価

期 首 残 高 期 中 増 減 額 期 末 残 高
39,059 △1,163 37,895 49,203

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期預金
長期預金はデリバティブ内包型預金であり、時価は取引金融機関から提示された価格によっ
ているため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

５．賃貸等不動産に関する注記
　当社では、大阪府その他の地域において、賃貸利用している不動産及び遊休不動産を有しております。当連
結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は69百万円（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用は営
業外費用に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

(注) １．連結会計年度末の時価は、主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ
きます。ただし、直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標
に重要な変動が生じていない場合は、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。また、
その他の重要性の乏しいものについては、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指
標に基づく金額を採用しております。

　　２．賃貸等不動産については重要性が乏しいため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の損益
及び時価等に含めて表示しております。
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報 告 セ グ メ ン ト
合 計システムインテ

グ レ ー シ ョ ン
シ ス テ ム
サ ポ ー ト

オフィスオート
メ ー シ ョ ン

統合基幹業務システムの製造･販売

統合基幹業務システムの運用支援･保

守

OA機器一般及びコンピュータサプラ

イ用品

OA機器一般及びコンピュータサプラ

イ用品の保守

40,238

－

－

－

－

42,374

－

－

－

－

6,468

395

40,238

42,374

6,468

395

顧 客 と の 契 約 か ら 生 じ る 収 益 40,238 42,374 6,863 89,476

外 部 顧 客 へ の 売 上 高 40,238 42,374 6,863 89,476

６．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表　１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　（4）会計方針に関
する事項　④重要な収益及び費用の計上基準　に記載の通りでありますので、注記を省略いたします。
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当 連 結 会 計 年 度
( 2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 )

顧 客 と の 契 約 か ら 生 じ た 債 権 （ 期 首 残 高 ） 11,000
顧 客 と の 契 約 か ら 生 じ た 債 権 （ 期 末 残 高 ） 11,438
契 約 資 産 （ 期 首 残 高 ） 35
契 約 資 産 （ 期 末 残 高 ） 586
契 約 負 債 （ 期 首 残 高 ） 1,305
契 約 負 債 （ 期 末 残 高 ） 1,324

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

　契約資産は、システムインテグレーション事業の統合基幹業務システムの製造・販売に係る収益に関
するものであります。当収益の対価の受領は顧客が検収した時点であるため、進捗度に応じて収益を認
識した場合における未請求売掛金を契約資産として認識しております。契約資産は、対価に対する当社
の権利が無条件となった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。
　契約負債は、主に、システムサポート事業の統合基幹業務システムの運用支援・保守に係る収益に関
するものであり、契約の履行に先立ち顧客から受領する前受対価のことです。契約負債は、契約期間に
渡った収益の認識に伴い取り崩しております。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は1,206百万
円です。また、当連結会計年度における契約資産及び契約負債に重要な増減はありません。
　過去の期間に充足した履行義務から当連結会計年度に認識した収益の額は軽微であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　2022年3月31日現在、残存履行義務に配分した取引価格の総額は97,070百万円であります。当社
は、当該残存履行義務について、概ね5年内に収益を認識することを見込んでおります。なお、当該残
存履行義務には、当初に予想される契約期間が1年以内の全ての契約を含めておりません。
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⑴　１株当たり純資産額 3,310円49銭
⑵　１株当たり当期純利益 489円96銭

７．１株当たり情報に関する注記

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準および評価方法
１）有価証券の評価基準および評価方法
①　子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法
２）棚卸資産の評価基準および評価方法
①　原材料及び貯蔵品 個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）
②　仕掛品 個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法
（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は定額法によっております。）
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ５～50年
その他 ２～35年

②　無形固定資産 ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率に基づき、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額基準に基づき計上
しております。

③　役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上
しております。

④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため当期末における退職給付債務の見込額を
計上しております。数理計算上の差異は、翌事業年度に一括して費用処
理することとしております。
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⑤　創業者特別功労引当金 取締役を退任した創業者への功労金支給に備えて支給額を計上しており
ます。

⑷　収益および費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①　システムインテグレーション事業

システムインテグレーション事業とは、統合基幹業務システムの製造・販売を行う事業であり、原則と
して１つのソフトウェア開発プロジェクトを一定の機能を有する成果物の提供であり、かつ、顧客との間
で、対価、納品日及び入金条件等についての事前の取り決めがあるいくつかの履行義務に分け、当該履行
義務ごとに契約を締結しております。これらは当社作業が進捗していくことに伴い、顧客への引渡し及び
検収ができる状態に近づいていくため、見積総原価に対する発生原価の割合で進捗度を測定する方法に基
づいて収益を認識しております。ただし、多くは完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間
がごく短いものに該当し、顧客が検収した時点で契約で合意された仕様に従っていることが確かめられ、
完全に履行義務が充足されることから、当該検収時点で収益を認識しております。

②　システムサポート事業
システムサポート事業とは、当社が製造・販売した統合基幹業務システムの運用支援、保守等の事業で

あり、インターネット回線等を使用して当社システムを使用できるサービスの提供や顧客からの運用に対
する問合せ、相談、障害対応等を通常、単一の履行義務として認識しております。これらは顧客からの要
求に対して迅速に対応ができる体制の維持を含め契約期間にわたってサービスの提供を行っております。
従って、契約期間に対して期間の経過に応じて履行義務が充足されると判断し、収益を認識しておりま
す。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる事項
①　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
の方法と異なっております。

（会計方針の変更に関する注記）
（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時
点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱い
に従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事
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業年度の期首の利益剰余金に加減しております。
　この結果、当事業年度に与える影響はありません。
　また、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売掛金」は、当事業年度よ
り「売掛金」及び「契約資産」に含めて表示しております。ただし、収益認識会計基準第89-２項に定
める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会
計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時
価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これによる
影響はありません。

（表示方法の変更に関する注記）
（貸借対照表）

　前事業年度において、独立掲記しておりました「投資その他の資産」の「会員権」（前事業年度198
百万円）並びに「敷金及び保証金」（前事業年度1,136百万円）は、金額的重要性が乏しいため、当事
業年度より「その他」に含めて表示しております。

（追加情報）
新型コロナウイルス感染症は、経済、企業活動に広範な影響を与える事象であり、また、今後の広がり方
や収束時期等を予測することは困難であります。そのため当社としては、今後、2023年３月期の一定期
間にわたり当該影響が継続すると仮定しております。しかし、この仮定は、不確実性が更に高くなる可能
性があり、収束が遅延し、経済等への影響が長期化した場合には、将来において損失が発生する可能性が
あります。

－ 16 －



⑴　有形固定資産の減価償却累計額 9,847百万円

①　短期金銭債権 16百万円
②　短期金銭債務 60百万円

再評価を行った年月日 2002年３月31日

⑴　関係会社との営業取引による取引高 251百万円
⑵　関係会社との営業取引以外の取引による取引高 2,025百万円

株 式 の 種 類 当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普 通 株 式 10,649,548 272,500 － 10,922,048

２．貸借対照表に関する注記

⑵　関係会社に対する金銭債権および金銭債務は次のとおりであります。

⑶　「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）および「土地の再評価に関する法律
の一部を改正する法律」（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行ってお
ります。当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」または「再評価に係る繰延税金負
債」として計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第
４号に定める地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計
算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算
定した価額に合理的な調整を行って算定する方法により算出しております。

３．損益計算書に関する注記

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項
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繰延税金資産 （単位：百万円）
未払事業税 450
賞与引当金 667
退職給付引当金 1,688
会員権 177
投資有価証券評価損 354
その他 481
小計
評価性引当額

3,820
－

繰延税金資産合計 3,820

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △5,056

繰延税金負債合計 △5,056

繰延税金資産純額（△は負債） △1,236

再評価に係る繰延税金資産
土地再評価差額金
評価性引当額

213
－

再評価に係る繰延税金資産合計 213

再評価に係る繰延税金負債
土地再評価差額金 1

再評価に係る繰延税金負債合計 1
再評価に係る繰延税金資産純額 212

５．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類
会社等の
名称又
は氏名

所 在
地

資 本 金
又 は
出 資 金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引
金 額

(百万円)
科 目

期 末
残 高

(百万円)

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を自己
の計算にお
いて所有し
ている会社
等並びに当
該会社等の
子会社

㈱茂原
カントリ
ー倶楽部

千葉県
茂原市 20 ゴルフ

場運営
(被所有)
直接　－

役 員 の 兼
任、法人会
員登録料及
び記名人変
更 料

法人会員
登録料及
び記名人
変 更 料
（注）

25 － －

㈱バロッ
クス

東京都
中央区 20

輸入食
品の販

売
(被所有)
直接　－

役員の兼任
お よ び
商 品 購 入

商 品 購
入
（注）

19 未払金 0

⑴　１株当たり純資産額 2,697円85銭
⑵　１株当たり当期純利益 452円10銭

６．収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　６.収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

７．関連当事者との取引に関する注記
役員および個人主要株主等

（注）取引条件および取引条件の決定方針等
法人会員入会金、法人会員登録料、法人会員更新料及び記名人変更料については規定に基づいた取引条件
で、商品購入については市場価格等を勘案し価格交渉の上決定した取引条件で行っております。

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 19 －


